
2018年第 3回定例会 (2018年 9月 20日) 

加藤なを子議員 (藤沢市選出) 

代表質問と答弁 

＊一問一答形式に編集 

(文責：日本共産党神奈川県議団) 

 

(文責：日本共産党神奈川県議団) 

 

 

【１】県民の命と安全を守ることについて 

（１）日米地位協定の抜本的見直しについて 

加藤議員：皆さま、おはようございます。私は日本共産党県議団の一員として一般質問を行

わせていただきます。 

まず、質問の第１は県民の命と安全を守ることについてです。 

まず、日米地位協定の抜本的見直しについてです。 

 知事は、これまでも渉外知事会の会長として、日米地位協定の見直しについて取り組んで

こられましたが、８月１４日に全国知事会が、日米地位協定の抜本的見直しになどについて、

特別な提言を出しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



これは、非常に重要な取り組みとして私たちも注目しているところです。 

全国知事会は、先日亡くなられた翁長沖縄県知事の「基地問題は一都道府県の問題ではな

い」との訴えなどから、「米軍基地負担に関する研究会」を発足させ、2 年かけて調査を行

いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、沖縄県は、独自に県職員を海外に派遣し、他国との地位協定の比較などを中間報告

としてまとめ、この研究会に提出。提言の取りまとめに尽力しました。これらの経緯から７

月の全国知事会議において基地のない自治体も含め全会一致で提言が採択されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

提言の内容は、国内法を原則として米軍にも適用させることや、事件・事故時の自治体職

員の迅速かつ円滑な立ち入りの保障などを明記すること。また米軍の訓練ルートや時期な

どに関する情報を事前に知らせること。さらに、基地の使用状況などを点検し、縮小や返還

を促すことも求めています。 

 そこで知事に伺います。全国知事会で日米地位協定の抜本的な見直しを提言するまでの

取り組みの経過や、その意義についてどのように考えるか伺います。日米地位協定の抜本

的見直しの実現に向けて、さらなる知事の取り組みの強化と決意について見解をお聞きし

ます。 

 

黒岩知事：加藤議員のご質問に順次お答えしてまいります。 

県民の命と安全を守ることについて何点かお尋ねがありました。まず日米地位協定の抜

本的見直しについてです。はじめに、全国知事会が日米地位協定の見直しを提言するまでの

経過と意義についてです。全国知事会では平成２８年に本県も委員となり米軍基地負担に

関する研究会を設置し、基地負担の状況や日米地位協定の課題について認識を深めてきま

した。こうした活動を経て本年４月の全国知事会において日米地位協定の見直しなどを求

める米軍基地負担に関する提言が採択されました。本来、国の安全保障に伴う基地負担は国

民全体で担うべきであり、今回全国知事会で提言が採択されたことは、基地のない自治体も

含めて基地問題についての共通理解を得たことで、意義深いことと考えております。 

次に、日米地位協定の見直しに向けた決意です。昨年度の渉外知事会において、私自ら日

米地位協定の改定にかかる要望内容の拡充に向け検討を開始するよう提案し、構成都道府

県とともに検討を行ってきました。その結果、本年４月には従来の要望に加え日米地位協定

の改定に向けた政府間交渉の早期開始などを求める特別要望を実施いたしました。今後も

渉外知事会を通じて日米地位協定の改定に向け全力で取り組んでまいります。 

 

 

（２）オスプレイの飛来について 

加藤議員：次にオスプレイの飛来についてです。 

これまでも、取り上げてきたようにオスプレイは何度も墜落や不時着、部品の落下などの事

故を繰りかえしています。 

MV22 オスプレイは２０１６年１２月に名護市沿岸に墜落。２０１７年にも緊急着陸を

４回、また今年になってエンジンの空気取り入れ口の部品の落下、8月には奄美空港に緊急

着陸するなど事故等が相次いでいます。また、今年６月には米空軍の CV22 オスプレイが

エンジンの不具合で緊急着陸しています。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オスプレイは、神奈川の上空もたびたび飛来しています。情報も予告もないまま突然飛来

し厚木基地に着陸。今年 4 月にはノースドックに陸揚げされ横浜みなとみらい地区の近く

を飛び、横田基地へ向かいました。危険な低空飛行や転換モードで市街地上空を飛び交うオ

スプレイは県民に恐怖を与え生活を脅かしています。 

ＭＶ２２オスプレイは、日米合同委員会の合意で、「できる限り学校や病院を含む人口密

集地は避ける」、「移動の際には、可能な限り水上を飛行する」などとなっていますが、これ

らを含めいくつもの合意事項が守られているとは言えません。「可能な限り」とかあるいは

最大限の努力などができなかった理由、人口密集地の上空を避けて飛行できなかったのは

なぜなのか聞くべきだと思います。 

そこで知事に伺います。ＭＶ２２オスプレイに関する日米合同委員会合意がなぜ守られ

ないのかその理由を米軍や国に問うべきと考えますが、知事の見解を伺います。 

また県民の命と安全を守る立場から、日米両政府に「危険なオスプレイの飛行中止」や「事

前に情報を丁寧に提供すること」などを強く求めるとともに、それに反したこれまでの行

動に対し、抗議すべきと考えますが、見解を伺います。 

 

黒岩知事：次に、オスプレイの飛来についてです。平成２４年に米海兵隊のMV２２オスプ

レイが沖縄に配備されるにあたっては、日米合同委員会において可能な限り学校や病院を

含む人口密集地域上空を避けること等が合意されています。平成２６年以降、MV２２は県

内に度々飛来しており、本年４月には米空軍の CV２２が横浜ノースドックに陸揚げされ、

横田基地に飛行しました。県はこれまでオスプレイの飛行に際しては、都市化が進んでいる

県内の状況を踏まえ、きめ細かい配慮を行うよう国に求めてきました。本年４月に CV２２

が横浜ノースドックから飛行する際には、市街地での飛行を最小限にすることなどを国に

求めたところ、飛行後に国から米軍は飛行ルートを配慮した。との説明があるなど、県の取

組は一定の成果に結びついています。今後もオスプレイの飛行に際しては本県の実例を踏



まえた適切な配慮を行うよう、国に求めていきます。また、オスプレイに関する県民の皆様

の不安は払しょくされたとはいえず、本件はこれまでも安全対策の徹底や安全性に関する

情報提供等を国に求めてきました。今後もオスプレイについては安全性に関する県民の皆

様の不安の声に配慮しつつ適切な対応を行うよう国に求めてまいります。 

 

（３）民有地の危険なブロック塀対策について 

（ア）現状把握と県の取組について 

加藤議員：次に民有地の危険なブロック塀対策についてです。 

まず「現状把握と県の取組」についてです。 

今年６月におきた大阪北部地震によるブロック塀の倒壊で小学生が死亡した事故を受け、

通学路も含め街の中の危険なブロック塀の撤去をどう促進するか、あらためて課題となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内では、2018 年６月末現在で１６の市町村が撤去費用への補助制度を設けています。小

田原市が制度を復活し、横須賀市が新たに制度を創設しました。さらに横浜・川崎なども制

度を充実させるなど新たな動きもでてきていますが、まだ補助制度がない市町村も少なく

ありません。住民が危険なブロック塀をなんとかしたいと考えても、撤去費用が重くのしか

かり躊躇している状況があります。 

そこで知事に伺います。県内市町村における民有地の危険なブロック塀の箇所数や撤去

の進捗状況を把握するとともに、危険なブロック塀の撤去については県としても積極的に

取り組む必要があると考えますが、今後の取組を伺います。 

 

黒岩知事：次に、民有地の危険なブロック塀対策についてお尋ねがありました。まず、「現



状把握と県の取組」についてです。市町村等と連携しながら県が策定した神奈川県地震防災

戦略では、県はブロック塀の耐震化に関する情報を掲載したパンフレットを配布し、市町村

はブロック塀の安全点検や除却工事への補助を行うことになっています。こうしたことか

ら民有地の危険なブロック塀の箇所数や撤去の進捗状況の把握は市町村が必要に応じ対応

するものと考えています。県としては今回の事故を受け国土交通省が作成した点検のチェ

ックポイントをHPや県のたよりに掲載し、県民の皆様にお知らせしました。また、県と市

町村で組織する神奈川県建築物耐震化促進協議会を事故後速やかに開催し、市町村に対し

補助制度の創設や充実を働きかけました。今後も、県は引き続き市町村と連携して民有地の

危険なブロック塀対策を進めてまいります。 

 

≪再質問≫ 

加藤議員：はい、それでは答弁を受けまして再質問をさせていただきます。まず民有地の危

険なブロック塀対策について再質問いたします。今、市町村の方にも働き掛けをしていただ

けるという答弁がありましたが、私は県内で危険なブロック塀をなくして県民が安全に暮

らし続けられるようにと、今回この質問をさせていただきました。まだ県内で補助制度がな

い市町村がありますので、ぜひその制度がない市町村に対して新たに県から働き掛けを行

い、県の補助金や国の交付金制度を活用して進むように、さらなる働き掛けをしていただけ

ないのかどうか再質問させていただきます。 

 

≪再質問への答弁≫ 

黒岩知事：それでは追加の質問にお答えいたします。県と市町村で組織する神奈川県建築耐

震化促進協議会、これを事故後に速やかに開催しまして、市町村に対し県の補助金や国の交

付金を活用した補助制度の創設や充実を働きかけました。今後、市町村から相談があった場

合には、丁寧に対応してまいりたい。そのように考えております。 

答弁は以上です。 

 

≪要望≫ 

加藤議員：働き掛けをぜひよろしくお願いいたします。それでは要望を申し上げます。私が

相談に乗っている高齢のご夫婦の方はブロック塀が倒れて通行中の方がけがをしたり、命

に関わることがあったらどうしたらよいか、近所からも何とかできないかと言われていま

す。補助制度が欲しいと要望が寄せられていますが市町村にないため直せない、ということ

をおっしゃっていました。命に関わる問題であり、被害が出てからでは遅いと思っておりま

す。今後補助内容の充実もあわせて、民有地の危険なブロック塀撤去に向けて県がさらなる

取組をしていただきますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 



（イ）補助制度の充実・強化について 

加藤議員：次に「補助制度の充実・強化」についてです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在、県としては、民有地の危険なブロック塀対策に特化した補助制度は設けていないも

のの、「市町村地域防災力強化事業費補助金」における通常事業の「自助に資する取組」と

して藤沢市は、県から、危ないブロック塀の撤去費用の市町村補助額の３分の１補助を受け

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 一方国では、防災・安全交付金を活用して、民有地の危険なブロック塀対策を促進するた

め、地方負担の２分の１を補助しており、県内のいくつかの市がこれを利用しています。鎌

倉市では、２００８年度に撤去費用の半額を補助する制度を創設しましたが、年間数件しか

利用がありませんでした。そこで２０１７年度に、補助金の上限１０万円をなくし、海岸部

などの津波想定区域では、補助率を９０％に引きあげたところ、３５件の利用があり、今年

も１６件の申請が出ていると新聞報道がありました。 

そこで知事に伺います。県の市町村地域防災力強化事業費補助金のメニューとして、ブ

ロック塀の撤去・設置を重点事業に位置づけ、補助額、補助率を上げることや、国の防災・

安全交付金事業の地方負担の一部を県が補助する制度を新設するなど、補助制度の充実・

強化を図る必要があると考えますが、知事の見解を伺います。 

以上です。 

 

黒岩知事：次に、「補助制度の充実・強化」についてです。市町村地域防災力強化事業費補

助金は地震・防災戦略に掲げる、死者数の半減や、消防防災力の強化を図るため市町村が行

う自助・共助の取組や広域的な対応に向けた取組を強力に支援するものです。このうち、被

害軽減効果の高い取り組みを重点事業に位置付け、さらに消防の広域化や消防団の強化な

ど、より政策的重要性が高い事業の補助率は二分の一としています。こうした考えからブロ

ック塀の撤去は補助対象事業としていますが、重点事業への位置付けは困難との考えであ

ります。また、国の防災安全交付金事業は市町村地域防災力強化事業費補助金と併せて活用

することが可能ですので、市町村に引き続き周知してまいります。 

答弁は以上です。 

 

【２】県政の諸課題に対する役割と責任について 

（１） 幼児教育・保育の無償化による影響について 

（ア）特色ある幼児教育を行っている認可外保育施設の無償化について 

加藤議員：質問の第２は、県政の諸課題に対する役割と責任についてです。 

幼児教育・保育の無償化による影響についてです。 

まず特色ある幼児教育を行っている認可外保育施設の無償化についてです。 

私たちは、幼児教育・保育の無償化は行う必要があると考えています。でも財源を消費税に

頼るべきではないと考えます。しかしながら、政府は 2019年１０月から消費税率１０％へ

の増税とあわせて、幼児教育・保育の無償化をめざしています。  

 来年の１０月スタートまであと１年しかありません。すでに保護者はこの秋から来年の

保育園や幼稚園などへの申し込みを始める時期となり入園先の選択が迫られています。こ

の幼児教育・保育の無償化の対象とその内容は大変複雑ですべてが無料になるわけではあ

りません。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず３歳～５歳児では、保育の必要性を認定された子どもで、保育所、認定こども園、子

ども・子育て新制度に移行した幼稚園を利用する場合は、無償となります。 

 また、県内でも多い、新制度に移行していない幼稚園では、月２万５７００円までは無料

ですが、それを超える額は自己負担となります。さらに一定の基準を満たす認可外保育施設

を利用する場合や幼稚園の預かり保育を利用する場合は、月 3 万７千円まで無料、それを

超える額は利用者負担となります。 

次に 0 から 2 歳児については、住民税非課税世帯で保育の必要性が認定された子どもは

無料ですが、非課税ではない家庭の子どもは有料のままです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 さらに、幼稚園以外の幼児教育を目的とする認可外保育施設、いわゆる幼児教育施設が、

県内には３５か所あります。その内、県の所管が２４か所あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この施設に通う子どもたちは、専業主婦家庭の方が多いなど、保育の必要性がないと認定さ

れるため、無償化の対象外となります。来年の園児募集で、子どもが集まらない場合、施設

は存続の危機となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



これまで幼児教育施設は、幼稚園と同じように特色ある幼児教育を行い、地域でかけがえの

ない役割を果たしてきました。このため、差別なく幼稚園と同様 

に無償にすることが求められています。 

 そこで知事に伺います。特色ある保育内容で保護者から選ばれた、幼児教育を担ってき

た、県所管の２４箇所の認可外保育施設いわゆる幼児教育施設が来年度以降も存続できる

よう、当該施設に通うすべての子どもの無償化を、国に要望すべきと考えますが、見解を伺

います。また、この無償化が実現されるまで、県独自で保育料を補助すべきと考えますが見

解を伺います。 

 

黒岩知事：県政の諸課題に対する役割と責任について何点かお尋ねがありました。 

まず、幼児教育・保育の無償化による影響についてです。はじめに、特色ある幼児教育を

行っている認可外保育施設の無償化についてです。昨年１２月に閣議決定された新しい経

済政策パッケージでは、３歳から５歳までのすべての子どもたちの幼稚園、保育所、認定こ

ども園の費用を無償化することとされました。これに対し、保護者や保育現場からは保護者

の就労等で保育が必要であるにもかかわらず認可保育所を希望しても空きがないため、や

むをえず認可外保育施設に子どもを預けた場合は無償化の対象とならないのは不公平では

ないかとの指摘がありました。この指摘を受け、国では本年６月の骨太の方針の中で認可外

保育施設については、保育の必要性がある子供が認可保育所に入所できず利用した場合に

限って無償化の対象としました。そのため現時点では認可外保育施設に通うすべての子ど

もの無償化を国に要望することは考えていません。また、県独自で保育料を補助することも

考えていません。 

 

≪再質問≫ 

加藤議員：では答弁を受けまして再質問をさせていただきます。まず、特色ある幼児教育を

行っている幼児教育施設の無償化について再質問いたします。答弁では国に求めない、保育

料の補助はしないという答弁でした。幼児教育施設は 40年以上の歴史があり、幼児教育を

保護者と共同で地域で大切に守り育ててきた施設です。これまで発達障害やダウン症、難病

のお子さん、また幼稚園などで断られたお子さんを受け入れてきています。自然の中で自由

な保育や、独自の幼児教育を続けてきているので、認可に移行してきませんでした。このま

までは廃園の危機となります。 

そこで知事に伺います。是非県として幼児教育施設、関係者の方々と懇談をしていただ

き、意見要望を聞いていただくことはできるかどうか伺います。 

 

≪再質問への答弁≫ 

黒岩知事：それでは再質問にお答えいたします。繰り返しになりますけれども、国に要望す

ることはしませんけれども事業者の希望を確認しながら無償化の対象となる認可の施設に

移行する場合は、必要な支援、これを行ってまいりたいと考えています。認可外保育施設に

つきましては、認可保育所に入れない子どもの受け皿の役割をはたしていただいておりま

すので、今後もそういった特色ある保育を続けていただきたい、そういう考えでおります。 

 答弁は以上です。 



 

≪要望≫ 

加藤議員：はい。認可化の移行を幼児教育施設について相談に乗るというような答弁でした

けれども、幼児教育施設は幼稚園指導要綱または保育所指針それに則らない自由な保育を

行っている施設ですので、その認可化に移行するということであれば、保護者からその施設

は選ばれず、入園の希望が無くなるということになります。私はぜひ県内にあるこの２４か

所、県の所管の幼児教育施設が存続できるよう県として取り組んでいただくよう要望いた

します。 

 

（イ） 幼児教育・保育の無償化の実施時期をはじめとした様々な課題について 

加藤議員：次に、幼児教育・保育の無償化の実施時期をはじめとした様々な課題についてで

す。 

 幼児教育と保育の無償化には、さまざまな課題があります。無償化の対象が認可外保育施

設や、基準が低い企業主導型保育などにも広がります。一部の認可外保育施設では、全国で

も県内でも死亡事故がおきており、保育の安全性や質の確保が保てるのかどうか心配です。 

また実施時期は、来年１０月の予定ですが、子どもたちの入園は 4月からです。認可保育所

の保育料はまず４月から８月まで決まり、９月は前年度収入の確定により変更があり、その

後また１０月から無償化の保育料設定になります。さらに認可外保育施設については、保育

料はいったん保護者が支払いその後償還払いとなります。また現在、無償化の対象外となる

給食費について幼稚園と保育園では、保護者から徴収する経費が異なり取り扱いが変わっ

ており、統一されておりません。 

 共同通信がおこなった政令市等の全国主要都市を対象にした調査の結果では、回答した

８１自治体のうち、無償化の政府方針 に「全面的に賛成」は大阪市のみ、どちらかといえ

ば賛成が３５団体（４３％）で、賛成は半数未満です。 

また無償化によって保育施設への入所希望が増えると予想したのが、６３団体（７８％）、

その結果待機児が増えると思うとの回答が４９団体（６０％）にのぼったそうです。さらに

政府に対する意見で、「自治体の業務が増え対応できるか不安」「実施の際、現場で混乱を招

く恐れがある」など無償化の影響に対する不安が寄せられています。 

  来年１０月の実施については、市町村行政も、幼稚園も保育所も、保護者も制度が確立

しない不安と混乱の中にあります。 

 そこで知事に伺います。幼児教育・保育の無償化について、市町村や幼稚園、保育所、保

護者などの意見・要望を課題として取りまとめ、無償化の実施時期の再検討や、様々な課題

への対応を国に要望すべきと考えますが見解を伺います。 

 

黒岩知事：次に、幼児教育・保育の無償化の実施時期をはじめとした様々な課題についてで

す。国は無償化の実施時期について消費税の引き上げに合わせ来年 10月からの全面的な実

施をめざすとしています。無償化については国が制度の詳細を検討中であり未定な部分も

多いことからこれまで県では本年 2 月以降 3 回にわたってできる限り早く制度の詳細を決

定し公表するよう国に要望してきました。また 8 月には県内全市町村が参加する保育対策

協議会に国の担当者を招き、市町村が意見要望を直接伝える機会を作りました。さらに幼稚



園や保育所、保護者に対しては幼稚園や保育所の入所申し込みが始まる秋ごろに市町村と

連携して国の説明資料や市町村作成のチラシなどにより制度の周知を図る予定です。県で

は今後も国の制度に関する市町村や幼稚園、保育所、保護者のご意見については機会をとら

えて国に伝えてまいります。なお幼児教育の無償化については財源となる消費税引き上げ

の時期に合わせて実施することとされていますので、県としては無償化の実施時期の再検

討について国に要望する考えはありません。 

 

（ウ）待機児童の解消に向けた取組について 

加藤議員：次に、待機児童の解消に向けた取組についてです。 

幼児教育・保育の無償化の影響により保育所への入所ニーズが高まり、さらに、待機児童が

増えると予想されます。このため、待機児童の解消に早急に取り組むことが必要です。 

東京都の子育て世論調査の複数回答の結果ですが、利用を希望していた保育サービスにつ

いて一番多い回答は、「公立認可保育所」５２％、つぎに「私立認可保育所」４０％でした。

保護者が望んでいる保育施設は身近な自治体が責任をもち、施設や人員配置など、子どもの

発達に必要な水準を確保している認可保育所であることはあきらかです。 

これらの状況からも、無償化の対象となる認可保育所への入所希望者がこれまで以上に増

え、認可保育所を増やさない限り、希望する保育所に入所することができないケースが増え

ます。 

 安心して子どもを預けたい、という親たちの願いに応えていくことが県に求められてい

ます。 

そこで知事に伺います。今後、増設する保育施設は、認可保育所を原則とするよう国に求

めるべきと考えますが、見解を伺います。また、保育所への入所ニーズが高まると予想され

る中、県内の待機児童ゼロに向けて、今後どう取り組むのか、併せて見解を伺います。 

 

黒岩知事：次に待機児童の解消に向けた取組についてです。来年１０月に幼児教育無償化が

実施されますと保育料が全額無償となる認可保育所に入所希望が集中することが予想され

ます。そのため、県内市町村では認可保育所を中心に整備をすすめており、県としては市町

村の保育所整備の取組への支援を引き続き国に要望していきます。 

 次に、本件の待機児童ゼロに向けた取組についてです。本県の、本年４月１日現在の待機

児童数は８６７人となり、２年連続で増加しています。そこで県では保育所等の定員を拡充

するとともに、幼稚園における２歳児の受け入れを支援するなど保育の受け皿の拡大に努

めています。併せて、保育士確保については潜在保育士の復職支援や県独自地域限定保育士

試験の実施、保育士養成施設の学生への修学資金の貸し付けなど様々な取り組みを行って

います。今後、保育の受け皿の拡大と保育士確保を並行して進め待機児童解消にしっかりと

取り組んでまいります。私からの答弁は以上です。 

 

≪要望≫ 

加藤議員： さらに待機児解消の取組についてお答えがありました。無償化で保育のニーズ

が増えると予想されていることに対しては、県も認識を一にしているというふうに思いま

すが、今まで通りの待機児対策では、私は、待機児はゼロになるとは考えられません。今ま



で私たちが県有地を保育所建設に有効活用の提案や保育士の処遇改善など、県としての独

自施策など提案をしておりましたが、さらに県として新たな待機児解消を、県としての取組

を要望させていただきます。 

 

（２）県有地を活用した県立藤沢養護学校の建替えについて 

加藤議員：次に、県有地を活用した県立藤沢養護学校の建替えについてです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県立藤沢養護学校は、１９７７年に開校した知的障がい教育部門の特別支援学校として

地域の重要な障がい児教育の役割を担ってきました。現在、肢体不自由のある児童・生徒を

受け入れる県立学校は藤沢にはありません。藤沢には市立の白浜養護学校があります。校舎

開設当時は７５人を想定して建設しましたが、2018 年度は１３５人に増加しています。特

別教室はすべて転用済みで、今後、教室の確保が困難な状況です。重度障がい児、医療的ケ

アが必要な児童・生徒も通っていますが、過大規模化し、いっぱいでこれ以上受け入れるこ

とができない状況です。市内の子どもたちは遠方の他地域への通学を余儀なくされていま

す。現在藤沢養護学校は４０年経過し、設備の老朽化が進み、バリアフリー化も行われてい

ません。藤沢市からも、保護者からも障がいの特性に応じた県立特別支援学校を新たに藤沢

市内に開設することを検討してほしいと要望が出されています。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現在県は、藤沢市善行の総合教育センターの再整備による建て替えを進めており、そのた

め隣接する総合教育センター亀井野庁舎の機能は、建替え中の７階建ての建物に移転する

ことになっています。このことにより、藤沢養護学校の隣の県有地が２０２１年 4 月に空

くことになります。希望する肢体不自由のある児童・生徒も、医療的ケア児も通える藤沢養

護学校にするためには、施設設備の充実を行うことが必要です。藤沢養護学校を総合教育セ

ンター亀井野庁舎移転後の跡地に建て替えることを検討すべきです。 

 県では「神奈川の特別支援教育のあり方に関する検討会」が設置され８月に第１回目が開

催されました。検討内容に「特別支援学校の整備のあり方について」が含まれていると聞い

ています。 

そこで教育長に伺います。神奈川の特別支援教育のあり方に関する検討会の検討結果を

待つことなく、隣接する教育委員会所管の県有地に県立藤沢養護学校の建替えを検討すべ

きと考えますが、見解を伺います。 

  

桐谷教育長：教育関係についてお答えします。県有地を活用した県立藤沢養護学校の建て替

えについてです。特別支援学校の整備については新まなびや計画に基づき支援校の整備な

どに取り組んでいますが、特別支援学校に入学を希望する児童生徒数は引き続き増加して

いるのが実情です。そこで県教育委員会ではインクルーシブ教育の進展を踏まえたなかで、

特別支援学校の整備や医療的ケアの課題などに対応するため、この８月に学識経験者や医

師等専門家を構成員とする、「神奈川県の特別支援教育のあり方に関する検討会」を設置し

ました。この検討会のなかで、藤沢養護学校を含め全県立特別支援学校の状況を踏まえ、今

後の特別支援学校の整備のあり方について検討をしてまいります。 

答弁は以上でございます。 

 



（３）遺体の検案及び解剖の取り扱いについて 

（ア）県警察の対応について 

加藤議員：次に遺体の検案及び解剖の取り扱いについてです。 

まず県警察の対応についてです。 

人は皆人生の最期を迎えます。その時がいつどこでくるのかわりません。病院で亡くなると

病院の医師により死亡診断書が作成される場合がほとんどです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ところが、それ以外の自宅などで亡くなった場合は、警察による調査又は検視が行なわれる

ことになります。検視の際などに、身元や事件性の有無などを調査します。事件性が疑われ

る場合は、警察の判断で医師による司法解剖が行なわれます。この場合は、解剖にかかる費

用については全額公費負担です。また事件性が認められないご遺体は、医師による検案のほ

か、ご遺族の承諾を得て承諾解剖を行う場合があります。神奈川県の場合、検案や承諾解剖

などの費用、検案書料、搬送費用、保管費用などが、ご遺族負担です。この費用負担につい

て知らない方が多くいるのが現状です。 

県警察では、「ご遺族と関係者の皆様へ」というパンフレットを遺族に渡し、初めて直面

することになるご遺体の発見から火葬・埋葬までの流れを丁寧に説明していると聞いてい

ます。 

そこで警察本部長に伺います。「ご遺族と関係者の皆様へ」というパンフレットの存在や

内容について、インターネットなどで県民に広く情報提供をすることが必要と考えますが、

見解を伺います。 

 

古谷警察本部長：遺体の検案及び解剖の取扱いに関する県警察の対応についてお答えを申

し上げます。県警察が死体の取扱い時にはパンフレットを使用するなどして検視などの手



続きについて、ご遺族や関係者へのわかりやすい説明に努めております。警察が行います検

視業務等へのご理解をいただくため、今後県警察の HP 等も利用して情報提供に努めてま

いります。 

 以上でございます。 

 

（イ）遺族の費用負担の軽減について 

加藤議員：次に遺族の費用負担の軽減についてです。 

 先日、県内の同じ団地内でそれぞれ亡くなった状態で発見された方の検案料などのご遺

族の負担が数万円の方と、３０万円の請求があった方と大きく差があったと聞きました。こ

れは、解剖を行ったか否かの他、遺体の搬送や保管などを行う葬儀業者によっても異なると

のことです。また、病気などの治療中でかかりつけ医が、現場で死亡診断書を書いた場合は

負担が少なくなるそうです。このように、県内では、ご遺族の負担に、大きな差があります。

一方、東京都では、監察医務院制度があり、都の負担で検案や解剖などが行なわれる解剖に

ついて遺族負担はなく無料です。また兵庫県には監察医務室があり、神戸市内では、西区と

北区を除き、検案などに係わる手数料は一律２万円の負担と軽減されています。 

亡くなった後に、葬儀費用に加えて思いがけなく必要となる検案料や承諾解剖などの費用

負担は遺族に大きくのしかかります。 

そこで健康医療局長に伺います。今後、高齢化による孤立死や孤独死などの増加が予想

される中、検案や承諾解剖などの費用負担の軽減措置を国に要望すべきと考えますが見解

を伺います。また、この費用負担の軽減措置について、国が実施するまで、県が独自に措置

すべきと考えますが、見解を伺います。 

 

市川健康医療局長：健康医療局関係のご質問にお答えいたします。遺体の検案及び解剖の取

扱いについてお尋ねがありました。遺族の費用負担の軽減についてです。本県では急速な高

齢化が進み一人暮らしの高齢者の増加も見込まれることから、いわゆる孤独死も増えてい

くと考えています。そうしたなか、たとえば自宅で亡くなった状態で発見された場合、犯罪

の疑いがなければまず専門の医師による検案を行い、さらなる死因の究明が必要な場合は、

ご遺族の承諾を得たうえで解剖を行います。この検案や承諾解剖の費用については、本県で

は身元が不明な場合を除きご遺族に負担していただいています。これは死因が明確でない

場合、費用も含めてご遺族が同意し承諾を得たうえで検案や解剖を行うという考え方によ

るもので、このため検案や解剖の費用負担の軽減について、現時点では国への要望や県で予

算措置することは考えていません。 

私からの答弁は以上です。 

 

加藤議員：それでは遺体の検案及び解剖の取扱いについて要望させていただきます。県の昨

年度の死体取扱件数は 12518件、そのうち遺族の同意を得て行った承諾解剖の件数は 4014

件でした。この 4014件の方達は解剖検案等でご負担をいただいています。ご遺族と関係者

の皆様へのパンフですが、今回は県警察に情報提供を求めましたが幅広く関係団体も含め

て周知に努めていただくよう求めます。ご家族がなくなられた実際の場面で、このパンフレ

ットを受け取っていないという方もいらっしゃいましたので、さらに現場でのパンフレッ



トの活用の徹底、丁寧な説明について要望いたします。内閣府の死因究明等施策推進室が発

行している、死因究明等推進計画進捗状況によりますと平成３０年３月現在、既に死因究明

等推進協議会設置を行っているのは 30都道府県ございます。たいへん神奈川県は、準備会

は進められているということですが、遅れています。滋賀県ではすでに２８年第一次提言が

施行されました。その中で県における問題点と推進すべき課題２０挙げられています。その

課題１９には死因究明に関する制度の内容について県民に対する情報が欠如していた。死

因究明は個人の尊厳や基本的人権にかかわることです。重要な問題としてとらえ、相談窓口

の設置の検討なども含めさらなる制度の充実、また県としても負担の軽減を含めて課題と

して取り組んでいただきますよう要望いたしまして私の一般質問、終わらせていただきま

す。ありがとうございました。 


